大阪府障がい者自立支援対策臨時特例基金事業費
	○目　　的
	　障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、「障害者自立支援対策臨時特例交付金」による基金事業として、（１）事業者に対する運営の安定化等を図る措置、（２）新法への移行等のための円滑な実施を図る措置等についての事業を実施する。

＜事業主体＞都道府県又は市町村　　＜実施期間＞平成24年度

	○予 算 額
	24年度当初予算  1,351,701千円
内訳：事業費   1,346,695千円　運用益積立金5,006千円

	○対象事業
	


	区　分
	事　　業　　名

	１．事業者に

対する運営

の安定化等

を図る措置
	１.新体系定着支援事業
　　新体系移行後の事業運営の安定化を図るため、従前の報酬額の９０％を下回る場合に、その差額に対して助成する。

２.就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業

　　就労移行支援事業所・就労継続支援Ａ型事業所が、特別支援学校在学中の障がい者、就労経験のない入院中の精神障がい者、施設入所支援の障がい者に対し、円滑なアセスメント実施のための体制整備を図る場合に助成する。
３.地域移行支度経費支援事業

　　施設入所又は精神科病院に入院する障がい者の地域生活への移行を促進するために、地域での生活に必要な物品購入に対して助成する。



	２．新法への

移行等のた

めの円滑な

実施を図る

措置


	４.障がい者自立支援基盤整備事業

　　新体系サービス等の基盤整備を図るため、施設の改修、増築、備品購入等に対して助成する。

５.障がい者地域移行体制強化事業

　・グループホーム・ケアホームへの移行促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　ググループホーム等事業実施の際の初度に係る（敷金・礼金）について助成する。

・障害者を地域で支える体制づくりモデル事業　　　　　　　　　　　　　　　１　　障がい者の地域生活ニーズに応じた様々な支援体制を構築していくために市町村等が実施するモデル事業に対し助成する。
・福祉の支援を必要とする矯正施設を退所した障がい者等の地域移行支援事業　　　刑刑務所出所者等の施設等における受け入れ支援や、地域で受け入れるためのグループホーム等における受入れについて助成する。
・医療観察法地域処遇体制強化事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医医療観察法対象者の地域生活を支援する地域処遇関係機関の体制等基盤構築や、施設等が受け入れに関する体制整備を実施する場合について助成する。
・精神障がい者等の家族に対する支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１精神障がい者等の家族同士の交流スペースの整備や交流する催しに対する運営費について助成する。

６.一般就労移行等促進事業

　・職場実習・職場見学促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1 障がい者の職場実習を受け入れる企業が、そのために企業内の設備を改修した場合の所要経費について助成する。また、就労移行支援事業者及び就労継続支援事業者が、地域の障害者就業・生活支援センター等と協力し、障がい者を雇用している企業の職場見学を実施した場合に助成する。
・就労支援ネットワーク強化・充実事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１地域における就労支援ネットワーク構築のための会議・研修会を実施する。
・障がい者一般就労・職場定着促進支援事業

　　　就労移行支援事業者等の①利用者に対し社会適応訓練等に関する講座を企画・実施する場合、②一般就労した者を対象に勉強会・自主交流会等を実施する場合、③障害就業・生活支援センター等と協力し障がい者雇用を検討する企業の職務分析を実施した場合に助成する。
・離職・再チャレンジ支援助成事業

　　　就労移行支援事業者等の①離職の危機を迎えている者への対応、②やむを得ず離職した者への就労・訓練の機会提供を実施した場合に助成する。
７.障害者自立支援法等改正施行円滑化特別支援事業

　　法の改正に伴い、市町村等が必要となる制度改正の広報等やシステム改修等の経費に対して助成する。

８.相談支援体制充実・強化事業
　・相談支援発展推進支援事業

　　　基幹相談支援センターや相談支援事業所の新規の立ち上げや拡充等に当たり、必要な設備整備や従業者の研修、事務の効率化等について助成する。

・居住サポート事業立ち上げ支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１居住サポート事業の立ち上げ等に当たり、必要な設備整備、不動産業者や家主等に対する説明会、先進地の視察等について助成する。

・ピアサポートセンター等設置促進事業
　　　障がい当事者が障がい者の活動をサポートするピアサポートセンターを設置する場合に必要な設備整備やピアサポーターの研修等について助成する。
・特別アドバイザー派遣事業

　　　相談支援体制の整備や充実、強化に向けた評価、指導等を実施。また、相談支援専門員をスパーバイザーとして相談支援事業所に派遣等する。
・自立支援協議会運営強化事業

　　　自立支援協議会の活性化のための研修会等の実施、社会資源の評価・開発・改善、相談支援事業所の評価等を行うためのツールの導入等について助成する。
・特別アドバイザー派遣事業

　　　相談支援体制の整備や充実、強化に向けた評価、指導等を実施。また、相談支援専門員をスパーバイザーとして相談支援事業所に派遣する。
・家庭訪問等事業

　　　必要となる障がい福祉サービスに結びついていない地域の障がい者に対する家庭訪問等について助成する。
９.移行定着支援事業

　　小規模作業所等が新体系サービスに移行した場合に生じる新たな事務処理の定着や移行前の利用者の定着など経過的な施策に要する経費を助成する。
10.その他法施行に伴い緊急に必要な事業

　・障がい者情報支援緊急基盤整備事業

　　　障がい者等のために自治体窓口等に設置する情報支援機器等の整備・購入、音声コード普及のための研修等について助成する。
・視覚障がい者移動支援従事者の資質向上事業
　　　障視覚障がい者移動支援従事者指導研修会（国研修）への参加を支援する事業について助成する。
・障がい者スポーツ特別振興事業
　　　パラリンピック等の総合国際大会に参加した選手を招聘した競技会、大会等の開催について助成する。
・体育館等バリアフリー緊急整備事業
　　　一般の公立体育館等でも障がい者スポーツが取り組めるようバリアフリー整備等の経費を助成する。
・障がい者文化芸術活動等特別啓発事業
　　　障がい者の創作したアート作品への理解を促進するため、展覧会等の開催経費を助成する。
・障がい者自立支援機器普及促進事業

　　　身体障がい者更生相談所等において、試用及びモニター評価を行うための自立支援機器の整備、適合判定に必要な測定システムの整備等について助成する。



